










2011 年 3 月に勃発したシリア危機以降､ 難民が急増したために国際社会
の注目が集まっている｡ それに伴い､ 日本の難民認定制度にも注目が集まっ









































る見解が生じうるということである｡ 一つは､ 政府 (特に入管) による難
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離れての個人的見解であって､ 公的な法解釈､ 政策指針､ 行政運用の在り
方等を述べたものでないことをあらかじめお断りしておきます｡
《第 1部：日本の外国人労働者問題》
2400 万人と 240 万人











ところで､ 我が国の出入国管理に関しては､ ｢フロー｣ すなわち出入国
者数に関する統計と ｢ストック｣ すなわち在留に関する統計があり､ 平成
28 年中に我が国を訪れた外国人は 2400 万人を超えるに至り (これは観光
庁が公表した統計であり､ 大型クルーズ船で到着するなど観光や休息のた
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います｡)､ また平成 28 年末現在で我が国に在留する外国人は約 240 万人
に達しています (注：平成 29 年中の訪日外国人旅行者数は約 2,869 万人､
在留外国人数は約 256 万人)｡ このうち､ 外国人入国者数は急激な増加傾
向を示しており､ これは観光立国政策や留学生 30 万人計画などの推進の
ために､ 様々な規制緩和策の一環として査証 (ビザ) の発給要件を緩和す





















































ᑵ ປ ຮᏛ࣭◊ಟ ᐙ᪘ྠᒃ࣭ ▷ᮇ⁫ᅾ ࡑࡢ௚ ධ⟶ไᗘ㐪཯ ฮ⨩ἲ௧㐪཯ ♫఍⛛ᗎ࣭ බඹࡢ㈇ᢸ
᪥ᮏேᮎ⿰ බᏳୖࡢၥ㢟
㏥ ཤ ᙉ ไ
ฟධᅜᑂᰝ ᅾ ␃ ᑂ ᰝ








よりも外国人入国者数が下回っている状況にあります｡ 他方､ 就労､ 勉学・
研修､ 同居などの目的により日本で中長期的に在留する外国人も漸増して
おり､ ざっくりした見方をすると在留外国人の 6割 5分が日本人や永住者
との身分関係をはじめ人道的・歴史的な経緯により日本に居住する人たち
であり､ そしてその残りを 4分割して､ 専門性・熟練度を有する就労を目






の中には見開きで ｢在留資格一覧表｣ というページがあり､ この中で非常
に重要な説明が行われています｡ 28 の在留資格というものが定められて
いて､ このうち就労目的が 17､ 留学・研修目的が 4 つ､ 日本人などとの
身分関係その他人道的な地位に関するものが 3 つ､ そして ｢短期滞在｣､
｢家族滞在｣､ ｢永住者｣､ その他バスケットクロウズ的なものである ｢特定
活動｣ といった構成になっています｡ これを ｢はたらく (就労)｣ ｢まなぶ
(留学､ 研修)｣ ｢くらす (日本人等との身分関係､ 定住など)｣ ｢おとずれ
る (短期滞在)｣ の 4 つに大別した上で､ 前三者は中長期滞在者というこ
とになります｡
その上で､ 日本を訪問する外国人については 98％以上が観光､ ビジネ
ス､ 親族・友人訪問などの短期的なものであることから､ 大半は ｢短期滞



















































































それぞれの在留資格には (｢永住者｣ を除き) 在留期間が決められてお







































































り､ 一番短いのは ｢短期滞在｣ の 90 日ですが､ 中長期在留者について原








































に該当しないことであり､ いわゆる ｢ブラックリスト｣ に登載されていな
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｢偽変造旅券｣ 及び ｢要注意人物｣ の二つを見極めることであり､ いずれ
にあってもコンピュータの目とヒトの目によって炙り出す仕組みになって
います｡ 国際的な決め事によって最近発給された各国の旅券には IC チッ
プが埋め込められており､ これを読み取ることによって旅券の真偽性が判
断できますし､ 精巧な印刷技術を解析することを通じて旅券に手が加えら
れていないか判別することも可能となっています｡ また､ 平成 19 年 11 月














り､ 入管法違反として摘発された者の 10 数％が実は過去にも入管法違反












には ｢就労制限の有無｣ という欄があって､ その在留資格に応じる形で､











今日､ 我が国に不法残留者は 6 万数千人いると推測されており (平成
29 年 1 月 1 日現在)､ また､ 入管法違反者に対する退去強制手続において
不法就労事実が認められた者は約 9千人であり (平成 28 年中)､ いずれも
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いっても彼らは日々真面目に働き人手不足を補いつつ日本の経済活動に貢
献しているのであって､ 何ら法益を害するものではないと主張されること










































































いと思います｡ また､ 後段の収容処遇についてですが､ 退去強制令書によ
り国外退去が決まった者については速やかな送還に努めているものの､ 中
にはそれを忌避する者もおりその手段として難民認定申請や行政訴訟の提
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額を自己負担しているのであって､ 送還先まで入管職員により護送される
ような強制力を伴うものは､ 退去強制手続による出国全体の 1～2 パーセ
ントに留まっています｡ しかしながら､ これは紆余曲折を経て最終局面に










































述するような) 難民申請者に対する二つの効果､ すなわち ｢一定期間後の
就労無制限許可｣ (難民申請時に在留資格を有している場合に限る｡) 及び


















































る､ 合点がいかない (特に難民該当性については､ 偽装ないしは濫用の問
109 ( 88 )
題ではなく､ 自分たちは難民であるという強い確信によって当局との間の
見解の相違が顕著であり､ その結果反発が生じやすい｡) として送還を頑






















ず､ また､ 今後の新たな外国人の受入れにあたり､ 国民の幅広い理解を得
ていく上でも支障となりかねません｡
この送還忌避及びそれに連なる収容期間の長期化という問題を回避ない










とともに変遷しています｡ すなわち､ 昭和 60 年代に外国人労働者問題の
萌芽が現れた当時においては､ ｢外国人ならでは｣ の職種すなわち語学教
師 (ネイティブ・スピーカー)､ 調理師､ 興行活動従事者 (エンターテイ
ナー) が中心となっていました｡ すなわち､ 外国人特有ないしは外国人限
定に近いような考え方だったように思います｡ その後平成 2年施行の入管
法改正により在留資格制度が整備・拡充された際には､ 就労目的に係る在
留資格について ｢専門性ないしは熟練度の高さ｣ を重視し､ 要するに大学
卒相当程度の学歴ないしは 10 年以上の職歴というものを基準として､ こ
の程度の能力を有する外国人を受け入れたとしても日本の労働市場・雇用
環境には影響を与えないだろうと考えていたのです (実際にも上述したと
おり 20 万人程度のストックですから､ 影響はなかったように思います｡)｡
そして最近では､ こうした ｢専門性ないしは熟練度の高さ｣ という考え方
を維持しつつ､ これに ｢人手不足｣ 問題への対処としての外国人材の活用



















AI を活用する方向性､ ｢労働力不足が大きいが､ 自動化が進みにくい｣ に
ついては外国人労働力を活用する方向性が提唱されています｡
外国人を受け入れる際には､ ｢専門性・熟練度｣ 及び ｢定着性｣ のそれ
ぞれのレベルを縦・横の軸としたマトリクスにより､ ｢人手の調達｣ ｢人材
の確保｣ ｢人口の補填｣ (明石純一・筑波大学人文社会系准教授 ｢海外から
働き手をいかに招き入れるか｣ (日本政策金融公庫論集第 34 号) を参照)
というまさに短期的・中期的・長期的の 3つのビジョンからの議論・検討




ところで､ ｢移民｣ という言葉の定義は様々であって､ 国連機関では一
定期間以上外国で生活している人々を指すようですが､ 我が国において労
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《第 2部：日本の難民問題》
日本の難民受入れ､ 2 つの見方
我が国の難民認定申請に関するメディアの対応については､ 平成 27 年









が ｢(認定数や認定率が) 低水準｣ との見出しでこれだけの申請数に上り
ながら認定される者が僅かであるのは審査が厳格に過ぎるのではないか､
入国管理局が難民審査を所管するからこのような結果になるのではないか
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そこで､ 以下､ 日本の難民問題について､ その仕組みや現状・問題点を
述べることにします｡
難民認定制度の概要
難民の認定は､ 入国・在留の ｢許可｣ ではなく､ 難民条約で定義される
ところの難民に該当するかどうかという ｢事実の認定｣ としての性質を有









日本の難民認定制度は､ インドシナ難民の受入れが始まった昭和 53 年
からさらに時が経過して､ 昭和 56 年の難民条約への加入に伴う ｢出入国
管理令 (入管令)｣ から ｢出入国管理及び難民認定法 (入管法)｣ への改正
によって初めて整備され､ その後､ 平成 16 年の入管法の一部改正による
難民審査参与員制度や仮上陸許可制度の導入及び在留資格制度・退去強制
手続との関係整備などを経て今日に至っています｡
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入管法上の難民の定義は難民条約上の難民の定義と同義であり (入管法







などの協力を得ながら ｢出身国情報｣ と呼ばれる材料を集め､ 申請書や聴
取内容との整合がとれているか (信ぴょう性)､ 条約上の難民に当て嵌ま
るか (難民該当性) の 2点について判断することになります｡
出入国管理上の基本的な機能である出入国審査､ 在留審査､ 退去強制と
は異なって行政不服審査法の適用があり､ 法務大臣による不認定処分に不
服がある場合には ｢審査請求｣ (旧行政不服審査法下では ｢異議申立て｣)
を行うことができます｡ この審査請求 (異議申立て) があった場合､ 法務
大臣は､ ①法曹実務家 (元裁判官､ 元検事､ 弁護士)､ ②海外業務経験者
(元外交官､ ジャーナリスト､ 難民支援NPOなど)､ ③法律専門家 (国際
法､ 行政法分野の大学教員など) の 3者で構成される難民審査参与員 (現





(｢理由あり｣ …認容) 直ちに難民として認定され､ 見直しをしないことと
なった場合には (｢理由なし｣ …棄却) その旨が本人に通知されます｡
このほか､ 難民として認定するに至らない場合でも､ 本国での紛争に巻
き込まれるなどの不利益を被るおそれがある場合 (補完的保護) その他の
101 ( 96 )




とがあり､ これを ｢人道配慮による在留許可｣ と呼ぶこととしています｡
したがって､ 難民認定申請のプロセスにおけるアウトプットとしては､
｢難民認定｣ ｢難民不認定だが人道配慮による在留許可｣ ｢難民不認定かつ
在留不許可｣ の 3つがあり得ることになり､ また､ 難民認定申請の手続中
においては､ 何らかの在留資格が付与されているもの､ 難民認定申請中で





ここ数年は急激な増加傾向を示しており､ 平成 26 年にちょうど 5000 件､
平成 27 年に 7586 件､ そして平成 28 年には 10901 件と､ 年々､ 対前年比





この急増の要因としては､ 平成 22 年 3 月に始まった難民認定申請者に
対する特別な配慮としての ｢一定期間経過後の就労一律許可｣ にあること
は疑いなく､ 一部で報道されているような ｢難民 (を語った出稼ぎ) 労働
者｣ による制度の乗っ取りが深刻化したのです｡ そのために真に救いを求
めてくるような人々に対して速やかに庇護の機会を与えることが困難とな
り､ かえって日本は ｢難民認定数・認定率ともに世界最低｣ などという指
摘を受けるようになったのです｡ さらには､ 就労､ 勉学・研修などの目的
と同様に中長期在留者として在留カードの交付を受けられますので､ 住民
99 ( 98 )
サービスや社会保障制度の対象にもなり得ることになります｡ そこで､ 留
学生や技能実習生､ あるいは就労目的の在留資格の付与を受けていた外国
人が､ 除籍､ 解雇､ 失踪など自らに起因する問題によって日本に留まるこ
とが難しくなったときに､ 引き続き日本で稼働ないしは生活できるよう､
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し航空券を購入するという､ まさしく周到な準備が必要となります｡ これ





ンドネシア､ フィリピン､ ベトナム) 及び南アジア諸国 (特にネパール)
の出身者で難民認定申請者全体の 4分の 3程度を占めており､ これらの国
の大半においては､ 現状､ 我が国に向けての相当規模の難民を生じさせる









る実効的な保護 (取締り､ 救済措置等) の不十分さを訴えているケースが
相当程度あり､ こういったことが日本の難民認定申請の特徴とも言えます｡
難民認定申請で ASEAN 諸国出身者が多い理由は何かと言いますと､
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が大半であり､ このような人たちは ｢紛争避難民｣ と呼ばれ､ EU では







入管法第 2条第 3号の 2において､ 難民の定義が定められており､ それ
によると ｢難民の地位に関する条約 (以下 ｢難民条約｣ という｡) 第 1 条
の規定又は難民の地位に関する議定書第 1条の規定により難民条約の適用
を受ける難民をいう｡｣ されています｡ したがって､ 難民認定の審査は､
諸外国と同様に難民条約に規定する難民の定義に当て嵌まるかどうかであっ
て､ 具体的には､
○ 出身国 (国籍国・常居所国) の外にいること
○ 迫害を受けるおそれがあるという十分に理由のある恐怖を有している
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こと (客観的事情も必要)














身への危害 (harm) を受けるおそれがあるとしたときに､ 次のような視
点 (ポイント) により個々の申立事案を捉えるようにしていると言えます｡
｢①要因｣､ ｢②主体｣､ ｢③対象｣ は､ それぞれ､ ｢政治的・宗教的信条､




準とされていること｣ と言い換えられ､ また､ ｢④因果関係｣ ｢⑤確度 (蓋
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神的・身体的な自由が侵害・抑圧されるものであること｣ と言い換えられ､




や出身国情報 (COI) 等を踏まえ､ まずは信ぴょう性があるかどうかを判
断した上で､ 一応の事実関係を基に､ 本人が置かれている状況に移入・共
感することで､ 通常人であれば ｢迫害のおそれ｣ を抱いてその場を居たた
まれずに他国に待避するしかないだろうという､ 当事者の主観を共有でき










容易ではありません (せいぜい上述したような ｢視点 (ポイント)｣ を挙
げるに留まります｡)｡ さらに言えば､ 先に述べたような日本の難民認定申
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といった怪情報が拡散され､ 自分は難民に該当しないから申立てをやめよ




















































平成 22 年 3 月に､ 難民申請者の申請中の生活の安定に配慮し､ 当該申






























禁止しているものであるところ､ 現状､ こうしたある種の ｢特典｣ を得る
ことが目的化しています｡ 難民認定申請の急増のため､ 現在は一次審 (原











といい､ そして､ この偽装のみならず､ 無知あるいは中途半端・不十分な
理解や知識により特定の制度・仕組みが結果として不適切な形で利用され
ていることを ｢濫用｣ ということになります｡
すなわち､ 難民の偽装というのは､ 当初から存在しない (根も葉もない)
ストーリーを作り出して自らを難民に仕立て上げる行為のほか､ 難民の意
味合いをそれなりに理解しているにもかかわらずそれに当たらない事実を
敢えて申し立てている行為を指すことから､ 当事者の ｢故意性｣ が相当強
いもののように考えられます｡ その一方で､ 難民認定制度の濫用というの
は､ こうした難民の偽装に加えて､ 難民該当性に関する理解が乏しくある
種の思い込み (誤認) や思いつき (出任せ) によってせいぜい駄目でもと




























日本の難民認定制度の現場から (古川・君塚・浅川・新海) 88( 109 )



















































支援策に支出されています｡)｡ このあたりは､ オーストラリアや欧州 (特















難民審査参与員を 2013 年 3 月からやっていまして､ もういつの間にか 4




きちんとした後に､ 毎回､ 最後に､ ｢あなたは働けると思いますけれども､
今何か仕事をしていますか｣ と尋ねると､ 当然 ｢している｣ と言います｡
｢では､ どういう仕事をしていますか｣ と尋ねると､ ここは中部エリアな
ので､ 工場での仕事が多いです｡
85 ( 112 )
コメント 1
オーストラリアの難民政策の視点から
浅 川 晃 広
というのも､ やっぱり言葉ができないからです｡ 基本的に日本語ができ
ないので､ 日本語ができなくて手を動かしていて､ かつ､ 給料もなかなか
いい仕事というのはこの地域はたくさんあると感じていまして､ 給料も人








れども､ 基本は ｢入管の 1次審の判断に誤りはありません｣ という意見を
私は出してきました｡ ただ､ 350 件やって 1件だけ､ そうじゃなくてやっ
ぱり難民該当性があるという意見も出したことはあります｡









オーストラリアは移民国家でして､ 人口の約 25％が移民です｡ 人口の
約 25％……これをオーバーシーズボーン (overseas born) と言っている
のですけれども､ 海外生まれの人……要するに移民です｡
オーストラリアの場合は人口の 25％が海外生まれで､ 両親のいずれか
日本の難民認定制度の現場から (古川・君塚・浅川・新海) 84( 113 )
が海外生まれの人も含めると人口の 40％ぐらいになります｡ すなわち､
移民 1世と 2世で人口の 40％を占める移民国家です｡
移民を受け入れる枠組みで､ 移民法上は､ 移民というタームはなくて､
あくまでパーマネントレジデント (permanent resident：永住者) です｡
1 年間に永住ビザを出す数を毎年決めています｡ 大きく分けると次の 3つ
です｡
家族移民……これは分かりやすいですね｡ 配偶者や親です｡ 次に､ 技術
移民……これが今のオーストラリアの移民政策の中核で､ 学歴､ 職歴､ 資
格及び英語能力など､ 働いて経済的に貢献できる人たちです｡ 3 番目が人
道移民で､ 人道的配慮から受け入れるものということで､ この 3つの枠が
大きく分けて設定されているわけです｡
これが 3 つに分けたときの量を示したグラフですけれども､ 特に 2000
年に入ってから絶対数がまず増えています｡ 最近では 1 年間に約 20 万人
に永住ビザを出しています｡ 今オーストラリアの人口は 2,300 万人ぐらい
ですので､ 人口 1％弱です｡ 毎年 1％弱の人に､ もう永住していいですよ
というビザを出しているということです｡
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オーストラリアの場合は 1 年間に 20 万しか出しませんよと決めて､ その
枠内でやっているということです｡
では､ その人道移民枠ですけれども､ これがどういう形に分類されるか











この 2 本立てとなります｡ オーストラリアの用語では“On Shore”､
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“Off Shore”というのですけれども､ これはアメリカだと“On Shore”
が“Asylum”と言っていまして､“Off Shore”が“Refugee”という言
い方をしています｡
この“Off Shore”の方は､ 細かい話をすると､ どういう人が対象にな
るのですかということですけれども､ 難民条約上の基準は適用していない




ですけれども､ これはベトナム難民､ インドシナ難民ですね｡ さらにもっ
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昨年 (2016 年) 『オーストラリア移民法解説』 (日本評論社) という本
を出しまして､ 法学部の学生さんだったらぜひ読んでいただければうれし







会計年度……オーストラリアの会計年度は 7月から 6月です｡ 前の会計年
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果を部分も含めた数が 1,732 ということになります｡
上位 5カ国は､ イラク､ パキスタン､ リピア､ アフガニスタン､ 中国で
す｡ 日本における難民申請者で中国の方ほとんどいないと思うのですけれ








ザは 5つありまして､ 1 つは“Refugee”､ これは本当に訳すときに私は結
構苦労しますが､ この“Refugee (subclass 200)”は､“Off Shore”の部
分の“Refugee”ビザという意味で､ 一般的な意味の難民ではないのでちょっ
と面倒です｡“In-country Special Humanitarian”です｡ これは国内に
いる人でも対象になります｡ そして“Special Humanitarian”､“Emer-
gency Rescue”､“Woman at Risk”という 5つのビザがあります｡ この 5
つのビザをまとめると､ 申請件数が昨年度､ 7 万 7,026､ 付与数が 1 万
5,552 ということです｡ ビザは 5 つあるのですけれども､ 数的にはこの







subject to persecution”ですので､ 条約の場合､“well-founded fear”と
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なっている一方で､ こちらの方が実際に迫害を受けているということです｡




申請者の母国以外の国に居住する者ということです｡ これは ｢差別｣ になっ




を私も出したことが何回かあります｡ 条約上は“well-founded fear of















るのですけれども､ いったんは 1990 年代末ごろに､ 1 年間に 4,000 人､
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けれども､ ｢移送してナウルやパプア・ニューギニア (PNG) で難民とし
て認められた人は､ ナウルや PNGで定住してください｡ 両方とも難民条
約の批准国なので｡ 不認定の場合は送還します｡｣ という“Off shore
Settlement”を導入しました｡
こうしておかないと､ いずれオーストラリアに来られる体制をつくって
しまうのを抑止できない懸念がありました｡ これをやったのは 2012 年で､
2013 年に選挙があったのですけれども､ そのときの野党は今の与党です
けれども､ ｢船を止める｣ ということを公約の 1 つにして､“Stop The
Boats”と言っていました｡


















て､ トランプ大統領が“Dumb Deal!”と Twitter で批判するも否定はせ
ずということで､ 私も実はこの“Dumb Deal!”と書いてある Twitter を
見たのですが､ 一方で批判はしたのですけれども､ ｢やめろ｣ とは言わな
かったのです｡
なぜかというと､ オーストラリアはアメリカの外交政策には非常に協力
日本の難民認定制度の現場から (古川・君塚・浅川・新海) 74( 123 )
図 20
的であることから､ トランプ政権ですら妥協するのではないかということ
ですが､ これはどうなるか分からない状況です｡ (追記) その後､ 2017 年
9 月に､ 約 50 人がアメリカに受け入れられたと報じられました｡
最後に補足しますと､ 年間約 1万 3,000 人の人道移民枠と申し上げたの
ですけれども､ 船を止めた裏返しにこの人道移民枠を増やす方向に出てい
まして､ 2017/2018 会計年度で 1 万 6,250 人……前年から 2,500 人増加と
いうことです｡ 今の政権は船を止める代わりに､ 第三国定住で受け入れを
できる人たちを増やすと言っています｡












私は､ スウェーデンには 2014 年の 12 月から 2016 年の 4 月末まで､ デ
ンマークにはその前に 4 年半 (2008 年の 5 月から 2012 年の 11 月まで)
おりまして､ その間の 2013 年から 14 年末までの約 2年間は外務省欧州局
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コメント 2
欧州諸国の難民政策の視点から



























整備されています｡ まさに欧州難民危機のときには､ 陸､ そして海にもゴ







ン (Chain Migration) ではないですけれども､ 難民自身も既に先に渡っ
た人たちと同じように自分も同じようなことができるのではないかと考え
ることができます｡















かに来なかったの｣ と言ったら､ ｢いや､ だってシリア人がいないじゃな
い｡ 日本語はあまりにもアラビア語話者からしたら全く異なる言語で､ ま
た文化的背景も異なっている｡ 逆にヨーロッパの方がアラブ圏からしたら
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勢で､ イスラム国……アイシス (ISIS) あるいはアイスル (ISIL) と言
いますけれども……がかなり領土を拡大して､ そこに住んでいた人たちが





たのが､ 2015 年には大きく増えて 130 万人となりました｡
特にその中でもシリア､ アフガン､ イラクからが多かったとされていま
す｡ これは第 2次世界大戦後では最大の規模で､ その前に最大だったのは






















｢Welcome to Sweden!｣ と言って､ 難民相手に拍手喝采で､ 喜んで受け
入れたりしていた時期もありました｡






































































すけれども､ 第三国定住にはずっとほぼ 20～30 年､ 毎年､ 数百人規模で
決まった国々からの難民を受け入れているところがありまして､ この利点









の青いグラフで､ 2015 年が結構飛び抜けて多いですけれども､ 人口 960
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軍がしばらく使ってなかったような､ 例えば大きな体育館を一時的に借り
































毎年 500 人程度を受け入れているようです｡ プロセスのところは､ 国籍の
ところだけ説明しますと､ シリア､ アフガニスタンとか､ イラクといった
国が多いようです｡




う議論がありまして､ 1 万クローネ､ 約 15 万円をデポジットとして先に
準備しておくように求めることを法制化しようとするという議論がありま








様に毎年 500 人ぐらい受け入れているようです｡ 難民の定義についても､
補完的保護と､ これもデンマークと似たようなパターンでの受け入れカテ





だくと､ 日本はUNHCRに対してはトップ 10 に毎年入っている拠出金を
払ってきていて､ ヨルダンやレバノンといった紛争当時国に近いところで
シリア難民の生活や再統合といった支援に係ることをやってきていて､ い
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(古川) これから意見交換を始めます｡ まずは君塚課長よろしくお願い
します｡





プ・ザ・ボート｣ と言って､ 海軍か海上警察が､ インドネシアに近いオー
ストラリア領クリスマス島に向けて海を渡ろうとする ｢難民船｣ を遮って
とにかく追い返すようになったと説明していましたね｡
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意見交換




が誰が来るのかを選ぶのか､ それとも People Smuggler が選んだ人､ 送
り込んだ人を自分たちが受けるのか､ どっちかだということです｡ 我々は
決して People Smuggler……人の密輸業者､ 越境業者と言われますけれ
ども､ 密航業者が選んだ人間をそのまま受け入れるというのは決してしま
せんという言い方をしています｡





ども､“We will decide who comes to this country and the circumstances
in which they come.”……英語でこういうことを言ったのです｡“We








が､ セレクトできるのです｡ ここの国籍､ 例えばイラク何人､ スーダン何
人などという形で自分たちの制度設計､ 自分たちの受け入れの枠組みに準
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じてできます｡ たぶん年齢や性別も同様だと思います｡
先ほど言い忘れてしまったのですが､ 年間の人道移民枠とは別に､ 特別






















を強化して IELTS6.0 を取れということになり､ こちらの第三国定住も最
近テロとの関係で危ういものがあるという雰囲気を感じております｡ 以上
です｡
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いうと､ ストックホルムも今年 (2017 年) 3 月と 4月の間にテロがあり､






ますけれども､ ここも毎週､ 新聞や世論調査で出ている数字を見ると､ 特
に難民の受け入れ政策に関して新聞紙上では少し手ぬるいというような批



































(古川) ありがとうございます｡ では､ 今から全体討論ということにな
りますが､ まず学生の皆さんの場合は学年と名前を言ってから質問をして
ください｡ それ以外で､ NPO 等で参加されている方､ 本学関係者の方は
ご所属と氏名を言ってから質問の方をしてください｡ なお､ 今回の研究講
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ら強いプレッシャーを受けて､ それで 300 人から初めて 1,000 人､ 3,000





のです｡ その背景として子どもについては日本の小学校､ 中学校､ 高等学

























(古川) よろしいですか｡ では､ ほかに質問のある人どうぞ｡
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(学生 B) お話ありがとうございます｡ お三方にご質問させていただき


















































ばいけません｡ 庇護､ 保護､ 支援という 3段階です｡
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庇護というのは､ 一時的にまさしく ｢ひさし｣ ですよね｡ 庇護の ｢庇｣
というのは ｢庇｣ と書くのですが､ そこを貸すだけです｡ だから､ ｢雨が
やんだらまた出て行ってね｣ というのが庇護です｡ 保護というのは､ 中に
入れて､ ｢しばらく雨が続きそうだから食事あるいは 1 泊していったら｣
という感じです｡ さらに支援になってくると､ もう自分の家の一員になれ



























(古川) よろしいですか｡ では､ ほかにご質問のある方はいかがでしょ






ます｡ これは人身取引被害者の認定にも言えると思いますが､ 結局､ 難民
認定制度は具体的にどういう形でやっていて､ また統一的な基準があるの
かといったことについてお答えいただけないでしょうか｡
(君塚) 人身取引 (ヒューマン・トラフィッキング) についてですが､


















































ならざるを得ません｡ ただ､ その中で実務的に実例を積み重ねながら､ や
がては一つの考え方に収斂していくことになると思います｡
(浅川) オーストラリアのことの前に､ 実際に参与員として 350 件やっ





仮に当たる可能性があったとしても､ この板書で言うと､ 確度､ 烈度の
ところです｡ 迫害と呼べるほどのものなのか､ あるいは単なる嫌がらせで
したなど…… ｢ネパールでマオイストに寄付金を要求されました｣ ｢そう
ですか､ じゃあ､ 寄付金を払ったんですか｣ ｢払っていません｣ ｢それで暴
力を加えられたんですか｣ ｢加えられていません｣ ｢それはちょっと迫害と


















































(新海) オランダ､ デンマーク､ スウェーデンについて話しますと､ オ
ランダも実は小坂田先生はオランダに留学されていたからご存じだと思い





1990 年代は､ 確か社会省や内務省といったところに移民､ 難民行政を







が､ 2001 年に中道保守政権に変わって以降は､ 移民統合省という組織を
別途作って､ そこが包括してそういう業務をやり､ 2011 年にまた中道左
派に政権が戻って､ また古いモデル､ すなわち社会省の中に移民・難民関
係の業務を一部委嘱して､ 難民の業務は司法省に委嘱するということに変
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策の立案・企画を一元的に行う省庁はどこなのかということですけれども､
それは現在のところ存在していません｡ まず､ 先ほどお二人から話があっ
た第三国定住というのは､ 年間 30 人の枠でミャンマー出身者を受け入れ
ていますが､ この第三国定住の受け入れに関して議論するところは､ 内閣
官房が事務局となって法務省､ 外務省､ 警察庁､ 文科省､ 厚労省､ 国土交














































(古川) よろしいですか｡ では､ 他にいかがでしょうか｡
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いわゆるアカウンタビリティー (説明責任) といいますか､ あるいはトラ
ンスペアレンシー (透明化) を図っていくためのプロセスは非常に大事だ
































ません｡ 入管職員として 15 年､ 20 年程度の経験を積まないといけないの





















きたのですが､ やっぱり客観的なものがないです｡ 本人の供述､ 主張を分









































本論は科学研究費補助金 (挑戦的萌芽研究 [15K12998]) に基づく研究
成果の一部である｡
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